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要 望 書 

 

私たちは、東京都内の介護保険事業や地域密着型サービスの事業者、在宅福祉・介護・看護サー

ビス事業者、住民参加型たすけあい活動団体、認知症の当事者や家族の会、職能団体などが参加す

る実行委員会です。 

全国の要介護認定者の約４割を占める要介護１・２の認定を受けた人たちの多くは、生活援助サ

ービスや福祉用具の給付など介護保険制度に支えられて、住み慣れた地域での生活を継続していま

す。利用者の家族もまた、給付により介護負担を軽減することが可能になっています。 

しかし、昨年６月に経済財政諮問会議が発表した「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」で

は、「軽度者に対する生活援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付について、給付の見直し

や地域支援事業への移行を含め、検討を行う」ことが示されました。これをうけて社会保障審議会

介護保険部会では、負担の公平性と給付適正化の目的により、利用者ならびに家族のさらなる負担

を含めた議論が始められています。加えて居宅介護支援費（ケアマネジメント）についても、利用

者負担の導入が検討されようとしています。 

厚生労働省はすでに要介護１～２までを含めて「軽度者」としていますが、これらの人たちには、

認知症をはじめさまざまな病気や障害があり、暮らしを支える生活支援や介護サービスは重要なも

のです。現在、利用者やその家族には、一連の給付見直しを巡る動きに対し、在宅生活に必要なサ

ービスが削減されるのではないかとの不安が広がっています。サービスを担う事業者もまた、今後

の介護保険事業の経営に不安を感じています。 

平成１２年４月に導入された介護保険制度は、介護を社会全体で支え合う仕組みとして、国民の

理解を得ながら今日に至っています。 

私たちは、「軽度者に対する生活援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付」への見直しは、

老後の生活への不安を高め、介護保険制度への信頼が揺らぎかねないと強い危機感を抱いています。 

介護が必要と認定された高齢者が、これからも住み慣れた地域での生活を実現し、働く人も含め

て介護家族の負担がいま以上に重くならないように、次のことを要望します。 

 

記 

 

１ 要介護１・２の給付の削減と、利用者負担の拡大は行わないでください。 

 

２ 居宅介護支援費（ケアマネジメント）に、利用者負担の導入は行わないでください。 

 

以上 
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